インドネシア共和国政令

建設事業（サービス）の指導・育成の運営

に関する

2000年第30号

インドネシア共和国

大統領

建設業務（サービス）の指導・育成の運営に関する

2000年インドネシア共和国政令第30号

インドネシア共和国大統領は、

以下の事項を考慮し、

a. 建設事業（サービス）が国家開発のおける戦略的役割を持つことから、建設事業経営の秩序、建設業務（工事）運営の秩序、および建設業務（工事）成果品活用の秩序を実現させる際におけるサービス提供者（請負人）、サービス使用者（発注者）のみならず社会全体の人々（公衆）に対しても各々の任務と機能並びに権利と義務に関する理解と認識を深めるため、それぞれに対する指導・育成を実施する必要があること、

b. 建設事業に関する1999年法律第18号第35条の規定を履行するために、建設業務の指導・育成の運営に関する政令を定める必要があること、

以下の法令に留意し、

1. 1945年憲法第5条(2)項

2. 建設事業（サービス）に関する1999年法律第18号（1999年インドネシア共和国官報第54号、官報追補第3833号）

3. 地方政府に関する1999年法律第22号（1999年インドネシア共和国官報第60号、官報追補第3839号）

建設事業（サービス）の指導・育成の運営に関する政令として以下の通り決定する。

第I章

総則

第1条

本政令で述べる用語の定義は、次の通りである。

 1. 中央政府とは、大統領並びに大臣から成るインドネシア共和国統一国家機構を云う。

 2. 地方自治体とは、地方自治体の首長並びに地方最高機関(BEK)としてのその他の地方自治機構を云う。

 3. 機関とは、国内の建設事業活動の発展を目的とする建設事業に関する1999年法律第18号に述べる組織を云う。

 4. 育成とは、サービス提供者（請負人）、サービス使用者（発注者）および社会全体の人々（公衆）のために中央政府および地方自治体が実施する規制、活性化、および監理（監督・管理）の活動を云う。

 5. 大臣とは、建設部門における責任を有する大臣を云う。

第2条

建設事業の指導・育成の規制範囲の形態は、指導・育成、指導・育成を受ける当事者、指導・育成の運営者、並びに指導・育成の履行に必要な資金調達を包括する。

第II章

指導・育成の運営

第１部

通則

第3条

建設事業の指導・育成が対象とする形態は、以下の事項である。

a. 規制

b. 活性化、および

c. 監理（監督・管理）

第4条

（1） 建設事業の指導・育成運営において指導・育成を受けなければならない当事者は、サービス提供者（請負人）、サービス使用者（発注者）および社会全体の人々（公衆）から構成される。

（2） （1）項で述べるサービス提供者（請負人）とは、以下を云う。

a. 個人事業者

b. 法人および非法人の事業体

（3） （1）項で述べるサービス使用者（発注者）とは、以下を云う。

a. 中央政府および地方自治体の機関

b. 個人

c. 法人および非法人の事業体

第2部

サービス提供者（請負人）に対する指導・育成

第5条

(1) サービス提供者（請負人）に対する建設事業の指導・育成は、その権利と義務に関する理解と認識の深化を目的として実施される。

(2) （1）項で述べる指導・育成は、中央政府および地方自治体によって運営される。

第6条

(1) 第3条で述べる規制、活性化、および監理を介した指導・育成は、中央政府の任務と責任である。

(2) （1）項で述べる規制は、以下の事項によって実施される。

1. 建設事業の発展および建設事業の規制に関する国策の決定

2. 建設事業の法規および関連するその他の法規の発効と普及

(3) （1）項で述べる活性化は、以下の事項を対象とする政策の決定によって実施される。

1. 建設事業部門における人的資源の開発

2. 相乗的な機能的協力関係の促進活動を含む経営の開発

3. 資金調達における優先権、サービス、便宜および取得権利の提供を目的とした金融機関の支援

4. リスクに対する担保保証における優先権、サービス、便宜および取得権利の提供を目的とした保証機関の支援

5. 技術的能力、情報処理体系並びに技術研究・開発の向上

(4) （1）項で述べる監理は、以下の事項に関する建設事業の経営秩序、運営秩序、活用秩序のために実施される。

1. 許認可の要件

2. 建設工事の技術的規定

3. 労働安全および衛生規定

4. 公共の安全規定

5. 労働規定

6. 環境規定

7. 設計規定

8. 建築規定

9. 建設事業の運営に関するその他の規定

(5) 第3条で述べる建設事業の指導・育成の運営は、現行の規定に基づく中央政府からの州知事への権限の移譲となる機関委任事務(Dekonsentarsi)、あるいは州、県、市、村の自治体に対する団体委任事務(Tugas Pembantuan)として行なうことができる。

第7条

(1) 州、県、市の地方政府は、以下の事項に関する地方自治体の職務履行を目的とした建設事業の指導・育成を運営する。

a. 建設事業部門における人的資源の開発

b. 建設事業の技術的能力の向上

c. 建設事業の情報処理体系の開発

d. 建設事業の研究および開発

e. 県および市との協力による環境規制の管理

(2) 州の自治体による建設事業の指導・育成の運営は、以下の方法により実施される。

a. 建設事業の指導・育成に関する政策の履行

b. 建設事業の法規の普及

c. 技術研修、指導、および啓蒙の実施

d. 建設事業の業務（工事）運営秩序の履行を目的としたその権限の基づく監理の実施

(3) 県および市の自治体は、以下の方法により地方自治の職務履行の枠組みの中で建設事業の指導・育成を運営する。

a. 建設事業の指導・育成に関する政策の履行

b. 建設事業の法規の普及

c. 技術研修、指導、および啓蒙の実施

d. 建設事業の事業（営業）許可の発行

e. 建設事業の業務（工事）運営秩序の履行を目的としたその権限の基づく監理の実施

第3部

サービス使用者（発注者）に対する指導・育成

第8条

(1) サービス使用者（発注者）に対する建設事業の指導・育成は、建設事業（工事）の拘束および運営に対するサービス使用者（発注者）の権利と義務に関する理解と認識の深化を目的として実施される。

(2) （1）項で述べる指導・育成は、中央政府および地方自治体によって運営される。

第9条

県および市の自治体は、以下の方法により地方自治の職務履行の枠組みの中で建設事業の指導・育成を運営する。

f. 建設事業の法規に関する啓蒙の実施

g. 工事の技術的問題、事業（工事）場所における労働の安全および衛生、並びに環境規定に関する情報の提供

h. 建築許認可規定の普及

i. 建設事業の業務（工事）運営秩序の履行及び有効利用を目的とした監理の実施

第4部

社会全体の人々（公衆）に対する指導・育成

第10条

社会全体の人々（公衆）に対する建設事業の指導・育成は、国家開発における建設事業に関する戦略的役割、経営秩序、運営秩序、および活用秩序を実現させるための権利と義務に対する認識の深化を目的として実施される。

第11条

県および市の自治体は、以下の方法により地方自治の職務履行の枠組みの中で公衆に対する建設事業の指導・育成を運営する。

j. 建設事業の法規に関する啓蒙の履行

k. 工事の技術的問題、事業（工事）場所における労働の安全および衛生、並びに環境規定に関する情報の提供

l. 建設の運営秩序および建設の事業（工事）成果品の活用秩序の充足義務に対する理解と認識の深化

m. 公共の利益と安全に危険を及ぼす建設工事の発生防止に参加する目的による監理の履行の際における一般社会の人々の参加便宜の供与

第5部

指導・育成の履行方法

第12条

(1) 第6条、第7条、第9条、および第11条で述べる中央政府および地方自治体によるサービス提供者（請負人）、サービス使用者（発注者）および社会全体の人々（公衆）に対する建設事業の指導・育成の実施は、機関と一緒に履行することができる。

(2) 地方の機関がまだ設置されていない場合は、建設事業の指導・育成は中央政府あるいは国家機関と共に地方自治体によって運営される。

第13条

(1) 建設事業の指導・育成履行の枠組みにおいて、大臣が指名する作業単位（部署）、知事が指名する作業単位（部署）、県知事/市長および機関が指名する作業単位（部署）の職務は、以下の通りである。

a. 指導・育成の履行及び実施計画の作成

b. 指導・育成の履行

c. 監視と評価の実施

d. 責任説明報告書の作成

(2) 指導・育成の履行および実施計画は、社会全体の意見を留意して作成する。

(3) 建設事業の指導・育成に対する監視および結果評価は、定期的に実施され、また指導・育成計画作成上の参考意見となる。

(4) 建設事業の指導・育成履行の責任説明報告書の作成と提出は、次の通り規定される。

a. 大臣が指名する作業単位（部署）が作成する報告書は、大臣宛てに提出する。

b. 知事が指名する作業単位（部署）が作成する報告書は、知事宛てに提出する。

c. 県知事/市長が指名する作業単位（部署）が作成する報告書は、県知事/市長宛てに、また写しを知事および大臣宛てに提出する。

第III章

資金調達

第14条

(1) 中央政府が実施する建設事業の指導・育成に必要な費用は、国家予算資金で賄われる。

(2) 地方自治体が実施する建設事業の指導・育成に必要な費用は、次の通り規定される。

a. 中央政府からの州知事への権限の移譲となる機関委任事務(Dekonsentarsi)、あるいは州、県、市、村の自治体に対する団体委任事務(Tugas Pembantuan)の履行として実施される指導・育成の資金は、国家予算で賄われる。

b. 地方自治の履行として実施される指導・育成の資金は、地方自治体の予算で賄われる。

(3) 県/市の自治体が実施する建設事業の指導・育成に必要な費用は、次の通り規定される。

a. 中央政府からの州、県、市、村の自治体に対する団体委任事務(Tugas Pembantuan)の履行として実施される指導・育成の資金は、国家予算で賄われる。

b. 地方自治の履行として実施される指導・育成の資金は、地方自治体の予算で賄われる。

(4) 第12条で述べる機関が実施する建設事業の指導・育成に必要な費用は、当該機関によって規定される。

第V章

移行規定

第15条

本政令の適用により、本政と離反あるいは変更もしくは再規定されていない限り、既存の建設事業（サービス）の指導・育成に関する法規は、引き続き有効とする。

第VI章

結び規定

第16条

本政令は、制定された日より発効するものとする。

本政令を各人が周知し得るよう、インドネシア共和国官報に掲載することを命令する。






ジャカルタにて、2000年5月30日に制定

インドネシア共和国大統領

　　　　　　

（署名）

アブドゥルラフマン　ワヒッド

ジャカルタにて、2000年5月30日に法制化する

インドネシア共和国内閣官房長

　　　　　　（署名）

　ボンダン　グナワン

インドネシア共和国官報2000年第65号

建設事業（サービス）の指導・育成の運営に関する
2000年インドネシア共和国政令第30号の解釈

一般説明
建設事業（サービス）部門における国家開発は、国民の必要性を満たすと共に、建設事業に携わる人々の能力の増進を目的として実施されるものである。従って、建設事業（工事）の運営においては広く一般の国民、特に建設事業（サービス）関係者の参加が必要となる。

上記の広く社会全体の人々、特に建設事業関係者の参加が建設事業（工事）の運営に関する十分な知識、公開性、自主性、能率性並びに効率性、秩序性、紛争の発生の予防の心得を持って実行されるために、広く国民、特に建設事業関係者の機能、権利と義務に関する認識の存在が必要である。

その趣旨のために、建設事業（サービス）に関する1999年法律第18号第35条に基づき、中央政府、州・県・市の地方自治体が各々の権限に応じ運営、実行する建設事業関係者に対する規制、活性化、および監理（監督・管理）の形態を有する指導・育成の取組みが必要とされる。

上記の指導・育成の取組みが組織的、継続的、また能率的、効率的に実施されると共に、国家開発における建設事業の戦略的役割遂行を支援することができるよう、建設事業の指導・育成の履行のための指導・育成および資金調達の運営に関する説示が必要とされる。

遂条説明

第1条



説明不要

第2条


説明不要

第3条

説明不要

第4条

説明不要

第5条

説明不要

第6条

（1） 項

説明不要

（2） 項

1号

国内の建設事業（サービス）の規制は、とりわけハイテク（高度/先端技術）を有する建設事業規制の形態をとり、また建設業務（工事）規制は、国家間および広域的提携による規模である。

2号

中央政府が発効し、普及する建設事業の法規および建設事業に関連する法規は、例えば建設事業の経営および社会の役割、許認可、労働の安全および衛生、技術性、安全性、建設事業に関連する分野の国内標準化、保証、知的財産に関する所有権、および環境規制などに関する規定を掲載する。

（3） 項

1号


説明不要

2号

相乗的な機能的協力関係とは、相互関係をもつ事業部門、相互需要および相互利益における協力関係を云う。

3号

便宜とは、要件の軽減を云い、またアクセスとは、資金調達並びに履行の確実性の取得方法における便宜を云う。

4号


説明不要

5号


説明不要

（4） 項

1号




説明不要



2号




説明不要



3号



労働の安全および衛生は、労働の安全と衛生を規定する法規を云う。



4号

公共の安全に関する規定は、建造物の設立が要因となる社会および環境に損害を及ぼす危険の可能性に関連する。



5号



労働問題に関する規定は、労働問題を規定する法規を云う。



6号



環境に関する規定は、環境を規定する法規を云う。



7号



設計に関する規定は、設計を規定する法規を云う。



8号



建築に関する規定は、建築方式を規定する法規を云う。



9号


説明不要

（5） 項

　　　　　　
説明不要

第7条

(1) 項

a. 地方における建設事業部門の人的資源の開発は、国内の人的資源の開発に関する政策を云う。

b. 説明不要

c. 説明不要

d. 説明不要

e. 説明不要

(2) 項

特別州および首都圏特別州における県および市の自治体に関しては、建設事業の指導・育成の運営は現行の法規に基づくものとする。

(3) 項

a. 説明不要

b. 説明不要

c. 説明不要

d. 説明不要

e. 建設事業の事業（営業）の許可は、サービス提供者（請負人）の区分と資格の供与も含まれる。

第8条

説明不要

第9条

説明不要

第10条


説明不要

第11条

説明不要

第12条

説明不要

第13条

説明不要

第14条


説明不要

第15条


説明不要

第16条


説明不要
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